
















































































































ても, relationship banking は，メインバンク制として従来から主要行だ
けでなく，地域金融機関などの金融機関一般のビジネスモデルとして定着
してきた。 relationship banking の対象は，中小企業向け取引だけでなく，
大企業向け取引でもあったのである。
　〔中小企業金融におけるrelationship banking とtransaction banking〕
　Berger and Udell[2002]は，中小企業金融における融資手法として４
つの手法―financial statement lending, asset-based lending, credit scoring,
relationship lending － を取り上げ, relationship banking とtransaction bank-
ingについて，以下のように整理している。















































(1) soft-budget constraint problem とhold-up problem (lock-inproblem)
　Ｂｏｏt［2000］は, relationship banking には, soft-budget constraint prob-
１ｅｍとhold-up problem （lock-in problem)というコスト（負の側面）が存在
するとした。前者は, relationship banking における銀行側の潜在的脆弱
性に関わるものであり，後者は銀行の情報独占に関わるものである。一般
に，情報非対称性や契約の不完備性があると，逆選択やモラルハザードが
発生するが, soft-budget constraint problemとhold-up problem (lock-in











































































って選択され,その有特注が発揮されるわけではない。 Cao and Shi [2000]

























られる情報をinstitutionalmemory とagent memory に分け，
　①　institutional memory の代理変数として，メインバンクとの取引期
　　間(length), personal banking （給与振込など個人ないし職員の取引先かど
　　うか), totalbanks（金融サービスを受けるための取引銀行数）をとり，










て, social rating を, Experience (過去にプラスの経験を有しているか)，0bli-















　　などの研究を経て, relationshipをdurationで計測するようになり, small firms
　　に適用されるようになる。 relationshipを実証的に計測する手法の改善として，
　　　・Petersen and Rajan [1994], Berger and Udell [1995]:銀行と借手のrelation-
　　　shipのdurationが資金のアベイラビリティを改善する，
　　　・contract terms が，借手に有利になる(金利低下，担保縮小)，
　　　・contract terms のintertemporalsmoothing が働らく(young firmsへの資金供給
　　　が円滑化(Petersen and Rajan [1994,1995]))，
　　がある。
　　　・relationshipのcontract terms改善は, hold-up problemに反対する論拠とな
　　　ること(hold-ｕp problem は, contractterms を悪化させるので)。
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　　・Degryse and Van Cayseele［2000］:contract terms は，長期のrelationshipの
　　　durationを悪化させる→hold-up problem あり（ヨーロッパではUSよりも
　　　重要），






































　この点は, Berger and Udell［1998］が，中小企業金融の情報問題につ
いて，①中小企業が情報の不透明性を克服するのに必要な質の高い評価を
得にくいこと，②中小企業がハイリスク事業へ移行することにあたっての
困難性の存在，③新規事業開始にあたっての困難性の存在，④経営努力の
欠如といったモラルハザードの存在，から市場で高い評価を得にくいとい
う課題があるため，公開市場での資金調達に馴染まず，非公開市場・負債
市　揚が重要になると指摘していることと整合的である(Berger and Udell
［1998D・
（2）リレーションシップバンキング報告の提案
　この『リレーションシップバンキングの機能強化に向けて』報告は，わ
が国の現状において，リレーションシップバンキングの担い手が地域金融
機関（地銀・第二地銀・信金・信組）であると認識した上で，この地域金融
機関について営業地域の地域限定があり，特定地域・業種に密着した営業
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展開であること，中小企業・個人を主要な融資対象とすることなどからそ
の存在意義は大きく，他方中小企業にとってもリレーションシップバンキ
ングが経営者個人の資質等の経営内容・事業の成長性等の定量化困難なソ
フト情報を活用するので有益であり，適切なリスク管理が行なわれるもの
と評価する。
　しかし，その有益性とは裏腹に現状には問題点も多く，①リレーション
シップバンキング本来の情報生産が行なわれておらず，担保・保証に過度
に依存し，キャッシュフローの見込めない個人に保証を求める等，担保・
保証の取り方や評価法法に問題があること，②融資後もリレーションシッ
プバンキングを通じてモニタリングを行なう等，経営指導・経営支援を親
身担って行なうという適切な対応が十分に行なわれていないこと，③地域
から離れられないことによるコミットメントコストの負担の存在（金利水
準から正当化できない信用リスクの負担，地域における悪評の発生を恐れた問題の
先送り，採算性を離れたサービスの提供など），などを同報告は指摘している。
　そこで，同報告では，地域の中小企業への金融の円滑化，地域経済の活
性化のために質が高くアクセスが容易なリレーションシップバンキングの
役割は大きいものと評価する一方，「従来の伝統的な業務運営のあり方の
ままでは限界がある」ので，中小企業のステージに分けて，リレーション
シップバンキングの果たすべき機能を示している。その基本コンセプトは，
中小・地域金融機関と借り手企業によるリスクの共同管理やコストの共同
負担で，「リレーションシップから得られる情報を有効活用しつつ，収益
性の向上，健全性の確保，経営基盤の強化に向けて自助努力を早急に進め
るが，その際には借り手企業による適正な対価（信用リスクに見合った金利
や手数料）の負担を求めつつ，借り手中小企業に対する円滑な資金供給や
付加価値の高いサービスの提供」が必要になるということである。具体的
には，創業企業に対する目利きの要請，経営相談，早期事業再生への取り
組みや，過度の担保・保証に依存しない健全な融資慣行の構築などが示さ
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れている。
［2.2］リレーションシップバンキングの機能強化と新たな展開
（1）金融機関の対応：リレーションシップバンキングの再構築
　従来の中小企業金融では，地域銀行や信用金庫・信用組合等の預金取扱
金融機関が主要な役割を果たしてきた。こうした金融機関が，取引中小企
業と親密な関係を長期に亘って維持し，リレーションシップを構築するこ
とで，金融機関は財務諸表に現れないような，貸し手の実情や性格といっ
た貸出を決定するために重要な情報を入手することで，情報の非対称性を
ある程度克服できたためである。ところが，バブル経済崩壊以降，わが国
経済全体の成長率が低下し，金融機関のリスクテイク能力が低下する中で，
企業と銀行とのメインバンク関係の弱体化等，リレーションシップの変化
が起きている。こうした観点から，これまで金融機関と中小企業が培って
きたリレーションシップがどういった性格のものであり，今後，これをど
のように変化させ，金融機関と中小企業は相互に新たなリレーションシッ
プを形成するべきなのか検討する必要がある。
　『リレーションシップバンキングの機能強化に向けて』報告では，旧来
型のバンキングにおいても，ほとんど全ての地域金融機関がリレーション
シップを重視していると認識したものの，このリレーションシップにおい
ては，金融機関と中小企業が双方ともリスクとコストを明確化しなかった
可能性も認識している。こうした曖昧なリスク評価・コスト負担に基づく
リレーションシップは，デフレ下のマクロ経済環境において，金融機関の
持続可能性（サステナビリティ）を維持困難とし，金融機関が何らかの要因
でこうした関係を維持できなくなった場合，直ちに産業や中小企業のサイ
ドに適切な資金供給がなされなくなる結果をもたらす可能性があり，必ず
しも望ましいものとはいえない。
　そこで，リレーションシップバンキングが本来の機能を発揮するには。
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金融機関及び中小企業にとって双方に過大な負担を負わせることのないよ
う，正確なリスク把握とコスト負担を前提としたものとする必要がある。
さらに，中小企業に適正な金利負担を求めるのであれば，金融機関は中小
企業とのリレーションシップから十分な情報を得て金利を設定し，中小企
業に説明を行い十分に理解を得ることが必要である。
　以上のようなことを可能とするためには，金融機関として，企業のリス
ク把握を正確かつ迅速に行なうことが必要であるし，中小企業の側からも
こうした金融機関の努力に応える形で自己の情報開示，情報整備に努める
等，貸し手・借り手の双方が，適切なリレーションシップ構築に努める必
要がある。
（2）リレーションシップ持続のための努力
　〔リレーションシップの維持〕
　リレーションシップの性格として重要なのは，リレーションシップの構
築には長い時間がかかるが，消滅するには時間はかからないということで
ある。一度企業が金融機関に裏切られたと感じた場合にもその不信感を回
復するのは極めて困難である。メインバンクを変更したことがある企業の
メインバンクを変更した理由であるが，アンケートによれば，「現在のメ
インバンクがより良い条件を提示した」という積極的な理由以外にも「借
入条件を厳しくされた」「借入申込みを拒絶・減額された」「貸出態度が
度々変化し安定的な取引が難しかった」という回答も多数ある。また,2002
年にメインバンクを変更した企業の割合を，2001年にメインバンクから
厳しい対応をとられた場合と，そうでない場合とで比べてみると，厳しい
対応をとられた場合は４倍も大きくなっている（図１）。このように，金融
機関の企業への厳しい対応や取引方針等の一貫性の無さにより，メインバ
ンクが変更され，リレーションシップを一気に失うことに繋がりかねない。
　こうした観点からは，各金融機関と中小企業が現在構築しているリレー
　　　　　　　　　　　　　　　－271－
図１
　　　メインバンクの対応とメインバンクを変更した企業の場合
　～メインバンクの対応が厳しかった企業はメインバンクを変更することが多い～
　　　　　　　　「
ションシップをうまく保持した上で，新たな形のリレーションシップを形
成することが必要であり，金融機関と中小企業双方が建設的な対応を重ね
る努力が必要となる。
　〔金融機関の審査手法向上〕
　リレーションシップの形成および多様な貸出商品の供給のためにも，金
融機関は常にその審査手法を改善し，審査の正確性と迅速性を確保する必
要がある。迅速性の観点から考えると，金融機関は，中小企業庁がリーダ
ーシップを発揮して整備を行なっている中小企業信用リスクデータベース
(ＣＲＤ)への積極的な参画が望まれることとともに，これを始めとする既存
の信用リスクデータベースを審査プロセス等に積極的に活用することが望
まれる。
　リレーションシップの涵養を通じて得られた定性的な情報によって，こ
うした信用リスクデータベースを用いた判定は補正されることが期待され
るが，こうした補正を行なう場合にも，金融機関として，財務データ面で
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の正確な評価を認識しているべきであるし，また，審査の中でも定性的な
判断にかける労力も増やすことが可能となる。こうした審査手法の向上に
より，担保や保証人に依存しない中小企業の資金供給を拡大することが必
要である。
　〔リスクに見合った金利の設定〕
　中小企業の貸出にあたっては，必ずしも担保や保証人にとらわれること
なく，これまで述べたリレーションシップを通じて得られた中小企業の技
術力や潜在力等の定性情報やＣＲＤ等を活用して得られるスコアリング情
報等を十分に踏まえ，中小企業のリスクを適切に把握しそれに見合った金
利を提示することが求められる。
　近年，担保や第三者保証人を徴求せずに，ミドルリスクを前提とした金
利で中小企業に貸出を行なうスピードローンも多くの金融機関が扱い始め
ている(クレジット・スコアリング)。こうした取り組みは，ややリレーシ
ョンシップとは異なる観点からではあるが，中小企業の多様な資金ニーズ
に応えるという観点から評価できる。
　さらに，こうしたリスクに見合った金利設定によって，中小企業金融の
円滑化に資することに加え，中小企業が自己の経営状況につき客観的な評
価を認識できるという効果も期待できる。すなわち，中小企業の金融経済
環境等に応じた適切な資本政策を保したり，早期の経営改善への努力を後
押しすることが期待されるのである。
　ただ，こうした金利設定を導入する場合，中小企業にとって負担増につ
ながることも考えられるため，金融機関としては，既往の取引先に適用す
る場合には，その企業の経営の安定に十分留意し，十分な説明を行ない，
理解を得る努力が必要となろう。
　〔事業再生への支援〕
　金融機関にとって不良債権の処理が喫緊の課題となる中，不良債権をオ
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フバランスするという観点のみならず，自らの貸出ポートフォリオ改善の
観点から，経営相談や指導を通じ，金融機関は取引先中小企業の財務内容
の悪化阻止や早期の事業再生に取り組むべきである。こうした債務者企業
の業況改善努力は，多くの金融機関が専担の組織整備を行なう等，その取
り組みを開始しているところである。ただ，こうした動きはまだ十分実効
性を挙げるに至っていない。今後，個別の金融機関の努力だけでなく，中
小企業の側においても，早期の事業再生に対する理解が広まることが期待
される。
　中小企業は地域や業種，規模等のばらつきが大きく，多様な存在であり，
中小企業を効果的に再生していくには，地域や業種に即し，様々な取り組
みが試みられる必要がある。こうした観点から，中小企業の再生のための
地域連携の拠点として，全国の商工会議所等の協力の下，設立された「中
小企業地域再生協議会」を通したネットワーク的な活動も期待される。こ
の再生協議会活動の活用が，金融機関と中小企業の新たなリレーションシ
ップ形成のための契機となるのみならず，金融機関同士，中小企業と取引
先等の再生に向けた連携を促進するであろう。
　　３．（Ｉ）のおわりに
　金融審議会『リレーションシップバンキングの機能強化に向けて』報告
の内容とその背後の理論的整理を行なったが，今後この報告書の意義は検
討されよう。不良債権処理に注目して，主要行と異なり，その処理の数値
目標と処理機関を明示しなかったとして，甘めの行政との批判もあった。
報告書は，不良債権処理も重要だが，地域金融・中小企業金融では借り手
の健全性・再生なしに地域金融機関の再生もないとしている点で，論調は
異なる。この点で監督行政はダブル・スタンダードになっているともいえ
るからかもしれないが,transactionbankingの主要行とビジネスモデルが
異なるのは当然なのである。
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